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浦安市立見明川小学校ＰＴＡ会則  

 

第１章 総則 

【名称】 

第１条 この会は浦安市立見明川小学校ＰＴＡと称し、事務局を見明川小学校に置きます。  

 

【目的】 

第２条 この会は保護者と教職員が協力して会員相互の学習のもとに、家庭と学校と社会  

における児童の健全で幸福な成長を図ることを目的とします。  

 

【方針】 

第３条 この会は前条の目的を達成するために、次の方針に従って活動します。  

⑴ この会は自主的、任意的、民主団体であり他のいかなる団体の支配、統制、  

干渉も受けません。 

⑵ この会は営利的、宗教的、政党的な性格をもちません。  

⑶ この会は教育的諸問題について討議し意見を提出しますが、直接学校の人事や  

管理に干渉しません。 

 

【活動】 

第４条 １．児童の生活環境を良くし、教育環境の改善充実に協力し推進します。  

２．児童の校外生活における生活指導をします。 

３．会員の様々な研修やサークル活動を盛んにして、会員相互の理解と親睦を  

図るよう努めます。 

４．ＰＴＡ広報誌を発行し、広報活動に努めます。 

５．この会と目的を同じくする他の団体及び機関の活動に協力します。  

 

【会員】 

第５条 １．この会の会員は本会の主旨に賛同する本校児童の保護者と教職員とにより  

構成されます。 

２．この会の会員は毎年の意思表示及び会費の納入をもって会員となります。 
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第６条 １．会員はすべて平等の権利と義務をもちます。 

２．学校長はこの会と学校運営について調整を行い、すべての会議に参加し  

意見を述べることができますが、総会以外は議決権をもちません。  

 

第２章 機関 

【機関】 

第７条 この会に次の機関を必要に応じて置きます。 

⑴ 総会 

⑵ 運営委員会 

⑶ 学年委員会 

⑷ 学級委員会 

⑸ 学級会 

⑹ 役員会 

⑺ 専門部委員会 

⑻ 会計監査 

⑼ 選挙管理委員会 

⑽ 役員選出選考委員会 

 

【総会】 

第８条 １. 総会はこの会の最高議決機関であって、定期総会と臨時総会とします。  

２. 定期総会は年度始めに開きます。臨時総会は運営委員会が必要と認めたとき、  

又は会員の５分の１以上の要請があったとき、会長は１か月以内にこれを  

招集しなければなりません。 

３. 総会は次の内容を審議、議決します。 

⑴ 前年度の活動報告及び決算報告の審議と承認 

⑵ 細則の制定、改廃の報告 

⑶ 新年度の活動計画及び予算の審議と決定 

⑷ 会則の決定及び改正 

⑸ 新役員、会計監査の承認及び就任 

⑹ その他の重要事項の審議決定 

４. 総会は会員の３分の１以上の出席をもって成立し（委任状を含む）、議決

は出席会員の過半数の同意を必要とします。 
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【運営委員会】 

第９条 １. 運営委員会は総会に次ぐ重要な議決機関であって定例運営委員会と臨時運営  

委員会とします。 

２. 運営委員会は役員、各学級委員、各専門部員をもって構成します。  

   なお、各専門部員は、それぞれ3名を上限とします。 

３. 定例運営委員会は、原則として２か月に１回、会長が招集します。その他  

会長が必要と認めた場合は、随時招集できることとします。  

４. 臨時運営委員会は運営委員の４分の１以上の要求があった場合、会長はこれ  

を招集しなければなりません。 

５. 運営委員会の任務は次のとおりとします。 

⑴ 活動計画、活動報告、予算及び決算の審議 

⑵ 細則の承認、特別委員会の設置 

⑶ その他必要事項の審議と議決 

６. 会議は運営委員の３分の２以上の出席をもって成立し、議決は出席委員の  

過半数の同意を必要とします。 

７. すべての会員は運営委員会に出席し意見を述べることができますが、議決  

権はありません。 

  

【学年委員会】 

第１０条 １．学年委員会は各学級会と運営委員会との連絡調整並びに企画運営を行い  

ます。 

２．運営は当該学年の各学級委員と学年代表教職員が担当します。  

３．学年委員会は学年委員長が招集します。 

 

【学級委員会】 

第１１条 1．学級委員会は学級会の企画と運営を行います。 

２．運営は当該学級の学級委員と担任教職員が担当します。  

３．学級委員会は学級委員が招集します。 

 

【学級会】 

第１２条 １．学級会は学級の会員によって構成され、学級委員（２名程度）その他必要

な 
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委員を選出します。 

２．学級会はそれぞれのまとまりで自主的に活動し会員の意見交換の場です。  

３．委員は学級会と所属する委員会との緊密な連絡に当たり活動の推進を図り  

ます。 

【役員会】 

第１３条 １．役員会は会長、副会長、庶務、会計をもって構成します。  

２．役員会は原則として２か月に１回、会長が招集します。その他会長が必要  

と認めた場合は、随時招集できることとします。 

３．役員会の任務は次のとおりとします。 

⑴ 総会における議案の審議 

⑵ 運営委員会に提出する議案の審議 

⑶ 予算案の編成及び審議 

⑷ 決算書の作成 

⑸ 各委員会の連絡、調整 

⑹ 細則の起案 

⑺ その他緊急事項の処理 

 

【専門部委員会】 

第１４条 １．この会の専門的な事柄を調査、研究、企画、立案し実施するために次の  

専門部委員会を置きます。 

⑴ 校外部委員会 

⑵ 文化部委員会(平成28年度第40回定期総会決議により無期限休部とする ) 

⑶ 広報部委員会(令和6年度より無期限休部とする) 

２．問題や要求に応じて運営委員会にはかり特別委員会を設けることが  

できます。ただし、問題解決と同時に委員会は解散します。  

３．専門部委員会は各学級から選出された委員と教職員代表をもって構成しま

す。 

４．専門部委員会は、各専門部委員長が招集します。  

５．専門部委員会の活動内容は次のとおりです。 

⑴ 校外部委員会 

校外部委員会は事故防止対策など児童の校外生活の向上に努めます。  

⑵ 文化部委員会(平成28年度第40回定期総会決議により無期限休部とする ) 

文化部委員会はより良き保護者、教職員になるために、教育問題、一般

教養などの研修会及び会員相互の親睦を図るための趣味、スポーツ、レ
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クリエーション、サークル等を企画、運営します。 

⑶ 広報部委員会(令和6年度より無期限休部とする) 

広報部委員会はＰＴＡ広報誌を発行し、ＰＴＡ活動を会員に伝えます。  

  

【選挙管理委員会及び役員選出選考委員会】 

第１５条 この会に役員及び会計監査を選出するために別に定める規程により選挙管理  

委員会及び役員選出選考委員会を置きます。 

 

第３章 役員と会計監査 

【役員】 

第１６条 この会に次の役員を置きます。 

⑴ 会長…１名（保護者） 

⑵ 副会長…５名（教職員１ 保護者４） 

⑶ 庶務…４名（教職員１ 保護者３） 

⑷ 会計…２名（保護者） 

ただし、人数及び任務については、活動内容及びその目的を勘案し、 

必要に応じ変更できるものとします。 

第１７条 役員は別に定める規程により選出し、総会がこれを承認します。  

第１８条 役員の任務は次のとおりとします。 

⑴ 会長はこの会の代表者で総会、運営委員会、その他の会を招集し、会全体  

の連絡調整を図ります。 

⑵ 副会長は会長を補佐し、会長に事故のあるときはその代理を務めます。  

⑶ 庶務は各種会合の記録や集会の通知、その他の事務を処理します。  

⑷ 会計はこの会の会計事務の一切を処理します。予算、決算書を作成し、  

これを総会で報告します。 

 

第１９条 １．役員の任期は１年とし、再選することができます。ただし、同一職には原

則として２年を限度とします。 

２．役員はこの会の他の役職を兼ねることはできません。  

３．役員に途中欠員を生じた場合は運営委員会で選出し、その任期は前任者の  

残任期間とします。 

４．役員は公私の選挙の候補を推薦することも立候補することもできません。  
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【会計監査】 

第２０条 この会に会計監査３名程度を置きます。 

第２１条 会計監査は別に定める規程により選出し、総会がこれを承認します。  

第２２条 １．会計監査の任期は１年とします。 

２．会計監査はこの会の他の役職を兼ねることはできません。  

３．会計監査に途中欠員を生じた場合は、運営委員会で選出し、その任期は  

前任者の残任期間とします。 

４．会計監査はその年度の会計を監査し、その結果を総会に報告します。  

 

第４章 会計 

【経費】 

第２３条  １．この会は会員の会費によって運営し、会費は１学期１家庭1,000円（年額

3,000円）とします。 

２．会員はすべて会費を納めます。ただし、事情により会費納付の免除を受け  

ることもできます。 

 

【会計年度】 

第２４条 この会の会計年度は４月１日より始まり、翌年３月３１日に終わります。 

 

第５章 その他 

【個人情報の取扱いについて】 

第２５条 本会の活動を推進するために必要とされる個人情報の取得や利用、管理につい

ては「個人情報取扱規則」に定め適正に運用するものとする。  

 

 

附 則 

１．この会則は昭和52年4月1日より実施します。 

 ２．この会則は昭和53年5月7日一部改正しました。 

３．この会則は昭和54年11月17日一部改正しました。 

４．この会則は昭和57年4月25日一部改正しました。 
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５．この会則は昭和58年5月1日一部改正しました。 

６．この会則は昭和59年4月22日一部改正しました。 

７．この会則は平成3年4月27日一部改正しました。 

８．この会則は平成8年4月1日一部改正しました。 

９．この会則は平成13年4月28日一部改正しました。 

10．この会則は平成19年5月28日一部改正しました。 

11．この会則は平成23年11月4日一部改正しました。 

12．この会則は平成25年1月28日一部改正しました。 

13．この会則は平成28年4月23日一部改正しました。 

14．この会則は平成31年4月20日一部改正しました。 

15. この会則は令和2年5月28日一部改正しました。 

16. この会則は令和3年4月一部改正しました。 

17. この会則は令和6年4月一部改正しました。 

18. この会則は令和7年4月一部改正しました。 
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役員及び会計監査選出規程  

 

【趣旨】 

第１条 １．この規程は、会則第１５条に基づいて、役員及び会計監査を選出すること 

      に関し必要な事項を定めるものとします。 

２．本規定の改正については、運営委員会の議決をもって行い、総会において  

これを報告するものとします。 

第２条 １．この選出の実施に当たり、選挙管理委員会（以下「選管」と称す）及び  

役員選出選考委員会（以下「選考委員会」と称す）を置きます。  

 

【構成】 

第３条 １．選管及び選考委員会の構成は、各学年から１名以上とし、互選により正副

委員長を定めます。 

２．選管及び選考委員会は発足後直ちに委員構成を会員に報告します。  

３．選挙管理委員は選挙の公平を期するため、選挙時に投票権を有しません。  

 

【任期】 

第４条 選管及び選考委員会は毎年６月に構成され、役員及び会計監査の総会承認  

終了とともに解散されます。 

 

【会議】 

第５条 選管及び選考委員会は委員会の３分の２以上の出席をもって成立し、委任状は  

認めません。 

 

【役員の選出】 

第６条 １．保護者側役員については次により選出します。 

⑴ 会長候補の選出 

(a) １年から５年までの会員の中から、会長候補の立候補・  

推薦を募り、本人の承諾を得て会長候補とします。 

(b) 複数の候補者が出た場合は選挙を行います。選挙は、  
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選管が配付した候補者名簿から、保護者側全会員が 

無記名で１名投票します。投票結果の上位より、本人の  

承諾を得て会長候補とします。 

⑵ 副会長以下役員候補の選出 

(a) １年から５年までの会員の中から、候補者を選出します。尚、候

補者については会長候補との重複を許します。 

(b) 互選会により、候補者の中から、本人の承諾を得て副会長以下役

員候補とします。 

(c) 候補者が規定数に達しない場合は、新一年生含むすべての保護者

を対象とし、会長候補者推薦による互選会への参加ができるもの

とする。 

⑶ 原則として、役員選出は毎年３月１５日までに終了します。 

２. 教職員側役員については教職員に一任し総会までに選出します。  

 

【選管の任務】 

第７条 選管の任務は次のとおりとします。 

⑴   選挙、互選会時の役員選出に立会います。 

⑵   選挙時に候補者名簿と投票用紙を保護者側全会員に配付します。 

⑶   選挙の投票と開票に関する一切の選挙事務を行います。  

⑷   その他、選挙に関する細部は、選管の合議に一任します。  

 

【選考の任務】 

第８条 選考の任務は次のとおりとします。 

⑴   役員選出に必要な事務を行います。 

⑵   募集又は選挙により、会長候補の選出を行います。 

⑶   互選会を開催し、副会長以下役員候補の選出を行います。  

⑷   役員選出終了後、前年度役員の中から会計監査３名を選出します。  

⑸   その他、役員選出に関する細部は、選考の合議に一任します。  

 

 

附 則 

１. この規程は昭和52年7月24日より施行します。 
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２. この規程は昭和54年11月17日一部改正しました。 

３. この規程は昭和57年12月8日一部改正しました。 

４. この規程は平成元年5月8日一部改正しました。 

５. この規程は平成6年2月26日一部改正しました。 

６. この規程は平成6年7月12日一部改正しました。 

７. この規程は平成11年11月26日一部改正しました。 

８. この規程は平成13年3月10日一部改正しました。 

９. この規程は平成14年3月8日一部改正しました。 

 10. この規程は平成22年1月18日一部改正しました。 

11. この規程は平成29年3月8日一部改正しました。 

12. この規程は令和5年5月8日一部改正しました。 

12. この規程は令和7年4月25日一部改正しました。 
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会計細則  

 

この会の収入・支出の経理を明確にするため会計細則を設置します。  

１．収入は会費、雑収入を、支出は運営費、活動費、その他を設けて経理します。  

２．会費の納入及びこの会の経費の支払いは次に掲げるとおりとします。  

(1) 会費の納入は各会計年度当初に1回行い、役員とクラス委員にて現金徴収します。  

(2) 会費の経費の支出は下記の経路を取ります。 

     請求→  出金→  領収書提出→ 記帳 

   （会計へ）（会計より） （会計へ） （会計） 

３．旅費は公共の交通機関の利用料金とします。特別の事情のときはこの限りではあり

ません。 

４.会計は運営委員会で、必要に応じて支出入の報告をすることとします。  

５.予備費の解除及びその他の予算の修正による支出は、運営委員会の承認を得た上で、

事前又は事後に総会に報告することとします。 

６．経理を明確にするために次の帳簿を備え、必要事項を記載します。  

① 出納帳 

② 経費精算書 

③ 仮受金精算書 

④ 備品台帳 

７．帳簿及び書類の保存期間は次のとおりとします。  

① 出納帳（３年） 

② 経費精算書（３年） 

③ 仮受金精算書（３年） 

④ 備品台帳（１０年） 

 

附則 

１．この細則は、平成23年11月4日一部改正しました。 

２．この細則は、令和7年4月25日一部改正しました。 

 

 



 

－13－ 

 

 

慶弔及び教職員転退に関する基準  

 

第１条 会員の場合 

⑴ 死亡                       金10,000円 

    （ただし、殉職の場合は協議します。） 

⑵ 火災見舞金                    金10,000円 

⑶ 火災以外の災害で特別の場合はその都度協議します。  

⑷ 教職員の結婚                    金5,000円 

⑸ 教職員の子女出生                  金3,000円 

⑹ 教職員の長期の病気及び病気休職の場合は、その都度協議します。  

⑺ 教職員の転退職の餞別                 記念品 

⑻ 教職員の第一親等以内の親族と配偶者死亡       金3,000円 

第２条 児童の場合 

児童の死亡                     金10,000円 

第３条 この基準の協議規定については、会長、副会長、会計、庶務と学校代表とで  

協議します。 

第４条 １．この基準は、昭和55年4月1日より実施します。 

２．この基準は、平成8年3月31日一部改正しました。 

３．この基準は、平成13年3月10日一部改正しました。 

４．この基準は、平成30年1月17日一部改正しました。 
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「ＰＴＡサークル活動」規程  

 

見明川小学校ＰＴＡは会則第４条第３項に従い、ＰＴＡ活動を奨励し、協力します。  

１．「ＰＴＡ認定サークル」の資格 

「ＰＴＡ認定サークル」として活動するには、後記⑴から⑶の条件を満たすことが

必要となります。 

⑴ 構成員のうち10名以上が現ＰＴＡ会員であること。それ以外の会員は賛助会員と  

します。賛助会員は自己の責任において保険に加入すること。  

⑵ 市Ｐ連サークル活動については構成員はすべてＰＴＡ会員であること。ただし、  

この場合人数の条件はつきません。 

⑶ １年以上継続されていること。 

２．「ＰＴＡ活動」としての認定の手順 

後記⑴から⑷の手続をもって「ＰＴＡサークル」として認定されます。  

⑴ 「ＰＴＡ認定サークル」を希望するサークルはその旨を役員会に申し入れます。  

⑵ 役員会は審議し、認定を認める場合、運営委員会に諮ります。  

⑶ 運営委員会構成員の過半数の賛成が得られた場合「ＰＴＡ認定サークル」として  

承認されます。 

⑷ 毎年度更新が必要となります。ただし、継続の場合、後記名簿の提出をもって  

申請と代えることができます。 

３．認定団体としての活動について 

ＰＴＡ認定サークルは後記⑴から⑸を遵守します。 

⑴ サークルは自主運営とします。 

⑵ 毎年年度始めに構成員の名簿を運営委員会に提出します。  

⑶ 毎年３月末までに活動報告書及び後記サークル活動費の会計報告書を運営委員会  

に提出します。ただし、活動のお知らせをその都度ＰＴＡ全員に配付している 

場合は、それをもってＰＴＡへの活動報告と代えることができます。  

⑷ ＰＴＡ名称利用及び協力については事前に役員会と相談し、運営委員会の了承を  

必要とします。 

⑸ 保険手続きのため学校外での活動は事前に役員会に報告します。  
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４．市Ｐ連サークル活動について 

男子ソフトボール、女子ソフトボール、男子トリムバレー、女子トリムバレーの  

４団体を市Ｐ連関連のＰＴＡチームと認定します。 

市Ｐ連スポーツ大会については、ソフトボール、トリムバレーチームより  

各１名実行委員を選出し、市Ｐ連での大会準備に当たります。後記⑴から⑶の  

関連作業については役員会が協力します。 

⑴ 市Ｐ連運営委員会との連絡 

⑵ スポーツ大会の差し入れの用意 

⑶ スポーツ大会当日のお手伝い 

５. サークル活動費について 

サークルにはサークル活動費を支給します。 

１サークル当たり年間30,000円を上限とします。 

サークル活動費の予算額は定期総会にて決定し、年度初回の運営委員会にて支給し

ます。 

また、年度途中認定のサークルのサークル活動費については運営委員会で決定  

します。 

 

６. 規程の改正について 

運営委員会構成員の過半数の賛成により本規程を改正することができます。  

 

   附 則 

１．以上の規定は、平成12年4月1日より発効します。 

 ２．この規定は平成22年9月13日に一部改正しました。 

 ３．この規定は平成23年11月4日に一部改正しました。 

 ４．この規定は平成29年3月8日に一部改正しました。 

 

注 本規程発効と同時に、平成10年度発効の「ＰＴＡスポーツ活動に関する内規」は 

無効となります。 
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出張旅費規程  

 

【目的】 

第１条 この規程は見明川小学校ＰＴＡの担当職務を行う場合に必要な出張旅費につい

て定めたものです。 

 

【出張の区分】 

第２条 出張とは、宿泊を必要としない市外への日帰りでの担当職務とします。市内で

行われる担当職務は出張区分外です。 

 

【出張旅費の定義】 

第３条 本規程でいう出張旅費とは、交通費を指します。出張にかかるその他諸経費は

含まれません。 

 

【出張旅費の支給対象者】 

第４条 旅費支給対象者は、本会の本部役員及びその代理者とします。  

 

【出張旅費の支払い】 

第５条 出張旅費は、現金にて支払います。 

 

【出張旅費の支払い基準】 

第６条 出張旅費の支払いの基準は、次のように定めます。 

(1) 自宅に最も近い公共交通機関の駅を始点として、目的地までの公共交通機関

による最も経済的な経路での普通運賃とします。 

(2) 特別な事情により、公共交通機関以外（タクシー等）を利用する場合は事前

に本部役員会の承認を得ることとします。 

 

【出張報告】 

第７条 出張旅費を必要とする場合は、出張の場所と目的をあらかじめ本部役員会に周

知することとします。また出張終了後は本部役員会に終了について周知するこ

ととします 
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【出張旅費の精算】 

第８条  １. 出張後は出張旅費明細書に必要事項を記入し、出張が発生した年度内に精

算を行うこととします。 

２. 原則として公共交通機関の利用となるため、精算時に領収書の提出は不要

とします。 

３. 公共交通機関以外を利用した場合は、領収書の提出を必須とし、提出がな  

かった場合は精算を認めません。 

 

 

附 則 

１．本規程は平成２９年３月８日より施行します。 


